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大学等と地域の連携・活性を推進する地域自治政策
～ふるさとミライカレッジについて～

総務省地域力創造グループ地域政策課理事官
前田 茂人



政府重要方針における関連記述

経済財政運営と改革の基本方針2024（令和６年６月21日閣議決定）（抄）

第２章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現～賃上げの定着と戦略的な投資による所得と生産性の向上～
５．地方創生及び地域における社会課題への対応 
（１）デジタル田園都市国家構想と地方創生の新展開
急速に進行する少子高齢化・人口減少を克服し、住民が豊かさと幸せを実感できる持続可能な地域社会を構築するためには、新技術を徹底活用して地域
の社会課題を解決し、東京一極集中の是正や多極化を図るとともに、地方から全国への成長につなげていく必要がある。このような認識の下、「地方創生10年
の取組と今後の推進方向」を踏まえ、人口減少、東京一極集中、地域の生産年齢人口の減少や日常生活の持続可能性の低下等の残された課題に対応す
るため、女性・若者にとって魅力的な地域づくり等地域の主体的な取組を、伴走支援を含めて強力に後押しし、国民的議論の下、強い危機感を持って地方
創生の新展開を図る。デジタルの力を活用して地方創生を加速させるとともに、行政区域にとらわれず暮らしに必要なサービスが持続的に提供される地域生活
圏の形成や地方と東京の相互利益となる分散型国づくり等を進め、デジタル田園都市国家構想を国土形成に展開する。

地方創生 10 年の取組と今後の推進方向（令和６年６月10日）（抄）

２ 残された課題、新たな課題と今後求められる取組方向
【課題】
東京圏への過度な一極集中については、まち・ひと・しごと創生法が公布・施行された 2014 年における東京圏への転入超過数は約 10.9 万人であったが、
その後、東京圏への人の流れが強まり、新型コロナウイルス感染拡大前の 2019 年には約 14.6 万人となった。新型コロナウイルス感染症の影響もあって、
2020 年には約 9.8 万人、2021 年には約８万人まで減少したが、2022 年は約 9.4 万人、2023 年は約 11.5 万人となるなど、東京圏への人の流れが
再び強まりつつある。特に、進学や就職を契機として 10 代後半及び 20 代の若者の転入超過が続いており、その傾向は男性よりも女性において顕著であ
る。（略）

【取組方向】
地方への人の流れを力強いものにするため、これまで進めてきた地方移住、企業の地方移転、地方への国内投資の促進、地方大学・高校の魅力向上等につ
いては一層効果的に取り組むとともに、テレワークを活用して地方の課題解決を図る官民共創の取組も充実させる必要がある。さらに、東京圏への一極集中の
主な要因である女性・若者に着目し、女性・若者の人生設計において地方での生活が選択されるよう、女性・若者・子育て世代にとって魅力ある雇用の創
出や、結婚・出産や子育て環境の充実、アンコンシャス・バイアス（性別による無意識の思い込み）の解消等、女性・若者にとって魅力的な、働きやすい、暮
らしやすい地域づくりに向けた検討を女性・若者の視点から行っていく必要がある。（略）
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①安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生
  〇 魅力ある働き方、職場づくり、人づくりを起点とした社会の変革

 により、楽しく働き、楽しく暮らせる場所として、「若者・女性にも
 選ばれる地方（＝楽しい地方）」をつくる

  〇 年齢を問わず誰もが安心して暮らせるよう、地域のコミュニティ、
日常生活に不可欠なサービスを維持

  〇 災害から地方を守るための事前防災、危機管理

②東京一極集中のリスクに対応した人や企業の地方分散
 〇 分散型国づくりの観点から、企業や大学の地方分散や政府
機関等の移転などに取り組む

  〇 地方への移住や企業移転、関係人口の増加など人の流れを
創り、過度な東京一極集中の弊害を是正

③付加価値創出型の新しい地方経済の創生
〇 農林水産業や観光産業を高付加価値化し、自然や文化・芸
術など地域資源を最大活用した高付加価値型の産業・事業を
創出

 〇 内外から地方への投融資促進
   〇 地方起点で成長し、ヒト・モノ・金・情報の流れをつくるエコシス

テムを形成

④デジタル・新技術の徹底活用
   〇 ブロックチェーン、DX・GXの面的展開などデジタル・新技術

を活用した付加価値創出など地方経済の活性化、オンライ
ン診療、オンデマンド交通、ドローン配送や「情報格差ゼロ」
の地方の創出など、地方におけるデジタルライフラインやサイ
バーセキュリティを含むデジタル基盤の構築を支援し、生活環
境の改善につなげる

   〇 デジタル技術の活用や地方の課題を起点とする規制・制
度改革を大胆に進める

⑤ 「産官学金労言」の連携など、国民的な機運の向上
   〇 地域で知恵を出し合い、地域自らが考え、行動を起こすた

めの合意形成に努める取組を進める
〇 地方と都市の間で、また地域の内外で人材をシェアする流
れをつくる

◆地方創生2.0の基本構想の５本柱 ※考えられる各省の施策項目を列挙。基本構想に向けて具体化

○以下の５本柱に沿った政策体系を検討し、来年夏に、今後10年間集中的に取り組む基本構想を取りまとめる

◆基本構想の策定に向けた国民的な              
議論の喚起
○ 地方の現場をできるだけ訪問・視察し、意見交換を幅広く

重ね、地方の意見を直接くみ取り、今後の施策に活かす

○ 有識者会議でテーマごとに地方の現場で地方創生に取り

組む関係者のヒアリングや現地視察を行い意見を直接くみ取る

地方創生2.0の「基本的な考え方」概要
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新しい地方経済・生活環境
創生本部事務局作成資料



地域・地方自治体と大学・学生との連携事例①
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地域・地方自治体と大学・学生との連携事例②
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自治体調査結果（概要）

調査内容 回答

Q1 大学等高等教育機関（大学、高等専門学校）と地域が連携したフィールドワーク
を伴う地域課題解決プロジェクト（別添の事例参照）を実施していますか。

ア 実施している：431自治体

【参考（総務省において回答欄の記入を元に整理）】
・うち相当程度の日数のフィールドワークを伴う地域課題解決プロジェクトを実施 160自治体程度
・うち大学や企業が行う研究開発等に補助金を交付しているもの

又は数日程度のフィールドワークを伴う地域課題解決プロジェクトを実施 270自治体程度

イ 実施を検討している：89自治体

ウ 実施も検討もしていない：610自治体

エ その他：57自治体

Q2 Q1で「ア 実施している」と回答した貴自治体において、取組に当たって予算を計上
していますか。

ア 予算を計上している：252自治体

【参考】
・うち100万円以上の予算 80自治体
・うち100万円未満の予算 172自治体

イ 予算は計上しておらず、地域との調整等を行っている：157自治体

【参考（総務省において回答欄の記入を元に整理）】
・うち自治体が非予算でフィールドワークを伴う地域課題解決プロジェクトを実施 90自治体程度
・うち地域内外の大学等が授業や地域貢献として行うフィールドワークに協力

又は地域のまちづくりセンター等が行う地域課題解決プロジェクトに協力 70自治体程度

ウ その他：28自治体

Q3 Q2で「ア 予算を計上している」と回答した貴自治体において、直近の実績として、
連携先の大学等高等教育機関の名称、フィールドワーク等で受入れた大学生の人
数も合わせて回答ください。

4,931人（約11人/自治体）

【参考（総務省において回答欄の記入を元に整理）】
・うち相当程度の日数のフィールドワークを伴う地域課題解決プロジェクトに参画した学生の人数

1,300人程度（16人程度/自治体）

Q4 Q1で「ア 実施している」と回答した貴自治体において、連携先となる大学等高等教
育機関とはどのようにマッチングをしましたか。（複数回答あり）

ア 大学等高等教育機関から地方自治体にアプローチがあった：160自治体
イ大学等高等教育機関から地域のまちづくり関係団体等にアプローチがあった：24自治体
ウ 地方自治体から大学等高等教育機関にアプローチした：139自治体
エ 地域のまちづくり関係団体等から大学等高等教育機関にアプローチした：20自治体
オ その他：97自治体

（調査目的） 大学等高等教育機関と地域が連携したフィールドワークを伴う地域課題解決プロジェクトが全国的に広がらない背景を把握するため、地方自治体と
大学等高等教育機関が連携した地域づくりの取組に関する状況を全国的に調査する。

（調査対象）都道府県及び市町村
（調査期間）令和６年9月9日～9月27日
（回答数）1187/1803（約66%）
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大学等と地域が連携して取り組む地域課題解決プロジェクト（国費事業）

大学等高等教育機関と地域が連携して地域課題解決プロジェクトのモデル事例の創出・横展開、プラットフォームの構築を
推進。進学を契機として東京圏への若者の転出超過が続いている中、若者の力を活かした魅力的な地域づくりや未来の地
域づくり人材の育成・還流の取組を加速化させ、地域の担い手の確保や将来的な地域おこし協力隊等への参画を推進。

大学等と地域が連携した地域課題解決プロジェクトの効果
～地域・学生・地方自治体・大学の「四方よし」の取組～

学  生地 域

地方自治体

○自身の能力を活かして
地域活性化にチャレンジ
○理想的な暮らし・
ライフスタイルの発見

○斬新な視点
（ヨソモノ・ワカモノ）

○学生の熱意と行動力が
地域に大きな刺激を与える

○若者にとって魅力的な地
域づくり
○若者の定住、関係人口
の創出

＜現状と課題＞
○ 一部の地域において、大学等高等教育機関と地域が連携したフィールド
ワークを伴う地域課題解決プロジェクトが取り組まれており、地域活性化や若
者の定住等の成果が上がっているが、全国的な広がりには至っていない。

○ 課題としては、
・地方自治体・地域・大学・学生の間のプロジェクト効果の認知不足
・大学・学生のフィールドワークの場はあるものの地域・自治体が活用できてい
ない（地域・自治体の受入れのノウハウ・マンパワー不足）
・大学・学生には費用負担と受入れ地域・自治体とのマッチングの困難
等がある。

大  学

○問題発見・解決能力の
育成
○地域活性化に貢献

＜事業概要＞
① モデル事例の創出・横展開（1.8億円）
・ 先進事例のノウハウの分析調査 0.3億円
・ 自治体へのモデル事業委託（プログラム策定、受入体制構築等を支援）

定額10,000千円×15カ所＝1.5億円

② プラットフォーム構築（1.0億円）
・ ウェブサイト構築・運営、広報、セミナー開催、マッチング支援 1.0億円

令和6年度補正予算額：280百万円（新規）
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※1/23（木）～3/28（金）第一次公募開始中。
（URL）https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/furusatomiraikarejji.html



ふるさとミライカレッジの各主体の課題、解決手法について

大学と連携した地域課題解決
プロジェクトの必要性

課題 解決方法

地方
自治体 ・若者にとって魅力的な地域づくりのためには、地

域の有力者や年配者の意見だけではなく、若者
の意見を十分に採り入れた地域づくりが必要だ
が、若者が地域にいないため、若者を呼び込む
必要
・地域課題の解決のため大学の知見や大学生の
担い手としての活用が必要
・将来的な地域の担い手として、移住者・関係人
口を増加させる必要

・大学と連携した地域課題解決プロジェクトの
実施のためには、地方自治体が大学・地域と
の間の調整（目的意識の共有）、プロジェク
ト実施に係る予算の確保等の役割を担う必
要があるが、取組の効果について認知度が不
足
・関心はあるが大学へのアプローチの方法がわ
からない
・プロジェクト実施のノウハウ・マンパワー不足

・プラットフォーム・コミュニティ構築による広報（認知
度向上）、マッチング支援
・先進事例の分析調査によるノウハウの見える化
（例：地域のまちづくり会社への業務委託等）
・先進事例の横展開（プログラム策定等支援）

地域

・地域側の目的意識がなく（地方自治体の関
わりがなく）大学の依頼に基づいて受け入れ
ているケースが多く、成果が地域に還元されて
いない（学生の体験学習に留まっている）。
このため、受入れ疲れにより取組が継続しな
い。

・地方自治体との共同実施
・先進事例の分析調査によるノウハウの見える化
（例：地域コミュニティのキーマンとの交流（意識
改革）、体験学習時に移住・関係人口化につな
がる機会を提供、提案ではなく課題解決の共同実
施等）
・先進事例の横展開（プログラム策定等支援）

学生

・東京圏に住む若者の持続可能な地域づくりに貢
献したい（56%）、地方暮らしにあこがれてい
る（49%）という思いを実現する場がない
※トラストバンク調査（2023年）

・地域課題解決プロジェクトに参画する機会が
ない
・旅費、宿泊費の負担が大きい

・大学と連携した地域課題解決プロジェクトの拡大
・プラットフォーム・コミュニティ構築による広報（認知
度向上）
・地方自治体による旅費等の支援

大学
・効果の高い教育手法として、課題発見・解決型
の学習機会を拡大する必要

・受入れ地域の確保が難しい（受入れ可能な
自治体がわからない（現状、先生の人脈頼
み））
・先生の事務負担が大きい

・プラットフォーム・コミュニティ構築によるマッチング支
援
・先進事例の分析調査によるノウハウの見える化
（例：地域のまちづくり会社代表を臨時講師とし
て任用等）
・先進事例の横展開（プログラム策定等支援）
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自治体へのモデル事業のイメージ（案） ①事業概要

【事業概要】

地方自治体が大学等高等教育機関※１と連携し、学生のフィールドワーク※２等を受け入れ、大学生等の若者の視点を取り入れ
た地域課題解決プロジェクトのうち以下の内容を全て含むもの。

ア 大学生等の若者が地方での暮らしや地域活性化の取組に関わる機会を拡大させることによって、移住や関係人口としての地
域との関わりをつくっていくことを目的とするものであること。

イ 若者との交流を拡大させることによって、若者にとって魅力的な、働きやすい、暮らしやすい地域づくりに向けた地域の機運を醸
成することを目的とするものであること。

ウ 具体的な地域の課題の解決を目的とするものであること。

※１ 大学、大学院、短期大学、高等専門学校、専門学校、学生団体
なお、学生団体と連携する場合は、必ず代表する大学等の教員もしくは職員が当該プロジェクトの大学等側の責任者を
担うこと。 

※２ 学生が概ね14日以上（複数回に分けて地域に滞在する場合を含む。）、地域に滞在して実際に住民と関わりながら、
地域の課題解決に取り組む活動

［地域課題解決プロジェクトの一例］

・ 地域課題解決に若者の視点を取り入れるため、学生が実際にフィールドワークを行い、地域住民と連携しながら地域の強みや資源
等の再発見を行うプロジェクト

・ 学生が地域の現場に入り、地域住民やＮＰＯ等とともに、新たな着地型観光商品の造成、商店街の空き店舗の活用、高齢者の
買物の足の確保等の地域の課題解決に継続的に取り組み、地域の活性化及び地域の人材育成に取り組むプロジェクト

・ 建築等を学ぶ学生を地域で受け入れ、空き家の改修や東屋の製作等を通じて地域文化の継承や自然環境の推進等に取り組む
プロジェクト
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【提案者】 次のア～ウに該当する都道府県及び市町村

ア 三大都市圏（国土利用計画（全国計画）（平成20年７月４日閣議決定）に基づく埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、
岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県及び奈良県の区域の全部をいう。以下同じ。）外の市町村

イ 三大都市圏内の市町村のうち、条件不利地域を有する市町村※１、定住自立圏に取り組む市町村※２又は人口減少率が高
い市町村※３

ウ 都道府県（ただし、上記ア及びイの市町村においてフィールドワークを行うものに限る。）とする。
なお、地方自治体は、事前に連携する大学等高等教育機関やフィールドワークを受け入れる地域と調整を行い、実施する地域課
題解決プロジェクトを提案すること。

なお地方自治体において、連携する大学等高等教育機関や学生等を広く募集することを妨げないが、年度内にプロジェクトを

完了できる計画を立て、プロジェクトを提案すること。 

※１ 「条件不利地域を有する市町村」とは、次に掲げるアからキまでのいずれかに該当する市町村である。
ア 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第２条第１項に規定する過疎地域に該当する市町村（同法第33条第１項の規定に
より過疎地域とみなされる市町村及び同条第２項の規定によりその区域の一部が過疎地域とみなされる市町村を含む。）

イ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第７条第１項の規定により指定された振興山村をその区域の全部又は一部とする市町村
ウ 離島振興法（昭和28年法律第72号）第２条第１項の規定により指定された離島振興対策実施地域をその区域の全部又は一部とする市町村
エ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第２条第１項の規定により指定された半島振興対策実施地域をその区域の全部又は一部とする市町村
オ 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第１条に規定する奄 美群島をその区域の全部とする市町村
カ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第４条第１項に規定する小笠原諸島をその区域の全部とする市町村
キ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第３条第１号に規定する沖縄の市町村

※２ 「定住自立圏に取り組む市町村」とは、次に該当する市町村である。
中心市宣言済みの中心市又は当該市と定住自立圏形成協定を締結している近隣市町村

※３ 「人口減少率が高い市町村」とは、次に該当する市町村である。
国勢調査令（昭和55年政令第98号）によって調査した平成17年10月１日現在の市町村人口（平成17年10月2日以降に行われた市町村の合
併を経た市町村にあっては、合併関係市町村における平成17年10月1日現在の市町村人口の合計をいう。）及び同令によって調査した平成27年10
月1日現在の市町村人口を用いて算出した人口減少率が11％以上である市町村

自治体へのモデル事業のイメージ（案） ②提案者
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【提案する事業】 次のア～カの内容をすべて満たすプロジェクトであること。

ア 単発的・一過性の取組や単なる委託調査事業ではないこと。

イ 地方自治体、大学等高等教育機関、企業、その他地域住民や地域づくり団体等が、継続的に参画して実施する地域課題解
決プロジェクトであること。

ウ 学生のフィールドワークは、概ね14日以上（複数回に分けて地域に滞在する場合を含む。）であること。

エ 学生が地域住民と交流する機会（ヒアリングや意見交換等）を設けていること。

オ 関係人口としての地域との関わりをつくっていくため、当該年度の地域課題解決プロジェクト終了後についても参加した大学生等
に対して、地域の情報等を継続的に発信するものであること。

カ 総務省のマッチングプラットフォーム（令和７年度中に新設予定）に、地方自治体及び大学が担当窓口等を登録するものである
こと。

【実証事業として実施すべき事項】次のア～エの内容を全て実施すること。

ア 地方自治体、地域、大学、学生団体との連携体制の検討・構築

イ 大学等と地域が連携した地域課題解決プロジェクトの計画の作成

ウ 計画に基づくプロジェクトの実践

エ 実証事業の実施過程の記録、実証事業の計画、実証事業を実施する中で把握された課題、実証事業の成果等に関する報告
書の作成

自治体へのモデル事業のイメージ（案） ③提案事業、実施すべき事項
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【対象経費】 次のア～カの経費を対象とすること。

ア 連携する大学等高等教育機関や参加学生等の募集に要する経費

イ 受入れ準備に要する経費（プロジェクト計画策定費等）

ウ 滞在場所の確保に要する経費（宿泊費等）

エ プロジェクトの実施に伴う旅費（交通費、車の借上料等）

オ コーディネーター委託費

カ プロジェクト実施に係る経費（謝金、会場借上料、事業の実施に必要な施設整備費・備品費・原材料費等）

※ 対象外になる経費

・ 参加者等の飲食に要する経費

・ 事業の実施以外の利用が主となる施設整備費・備品費・原材料費等

・ 本事業を実施する上で適当でないと考えられる経費

自治体へのモデル事業のイメージ（案） ④対象経費
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【選定方法】

外部有識者等による書面審査等に基づき、委託候補事業を選定する。

また、評価に際し、提案者に対して追加資料の提出やヒアリングを求める場合がある。なお選定にあたっては、地域課題に応じた多様
な事業を採択するため、事業内容のバランスを一定程度考慮する。

【選定のポイント】

委託候補事業の選定に当たっては、主に以下の項目に基づき、総合的に評価を行う。

なお、以下に挙げた項目以外の要素を追加した提案を行うことを妨げない。

①公募する事業の内容に対する有効性

ア 提案の内容が、大学生等の若者が地方での暮らしや地域活性化の取組に関わる機会を拡大させることによって、移住や関係
人口としての地域との関わりをつくっていくために効果的なものとなっているか。

イ 提案の内容が、若者との交流を拡大させることによって、若者にとって魅力的な、働きやすい、暮らしやすい地域づくりに向けた
地域の機運醸成を図るために効果的なものとなっているか。

ウ 提案の内容が、具体的な地域の課題の解決のために効果的なものとなっているか。

エ プロジェクトの成果が見えない・わかりにくいといった地方自治体・地域の課題を解決するための効果的な工夫がなされている
か。

オ プロジェクト実施のためのノウハウ・マンパワーが不足しているといった地方自治体・地域の課題を解決するための効果的な工
夫がなされているか。

カ 大学等の教員の事務負担が大きいといった大学等の課題を解決するための効果的な工夫がなされているか。

キ このほか、大学等と地域が連携した地域課題解決プロジェクトにおける地方自治体・地域・学生・大学等の課題を解決するた
めの効果的な工夫がなされているか。

自治体へのモデル事業のイメージ（案） ⑤選定ポイント等
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②公募する事業の内容に対する適正性
ア 単発的・一過性の取組や単なる委託調査事業となっていないか。
イ 地方自治体、大学等高等教育機関、学生団体、企業、その他地域住民や地域づくり団体等が、継続的に参画して実施する地
域課題解決プロジェクトとなっているか。

ウ 学生のフィールドワークは、概ね14日以上（複数回に分けて地域に滞在する場合を含む。）となっているか。
エ 学生が地域住民と交流する機会（ヒアリングや意見交換等）を設けているか。
オ 関係人口としての地域との関わりをつくっていくため、当該年度の地域課題解決プロジェクト終了後についても参加した大学生等に
対して、地域の情報等を継続的に発信するものとなっているか。

カ 総務省のマッチングプラットフォーム（令和７年度中に新設予定）に、地方自治体及び大学が担当窓口等を登録する予定となっ
ているか。

キ 提案の内容が、令和７年度中に実施・完了が確実に見込まれているか。
ク フィールドワーク等に実施にあたり、安全な実施体制が整っているか。

③委託事業を遂行する能力
ア 本事業を遂行するため、必要な人員・体制を構築しているか。
イ 本事業を実施するため、地方自治体、大学等高等教育機関、学生団体、企業、その他地域住民や地域づくり団体等の関係者
との連携・協力  体制が構築できており、各主体の役割と責任が明確に示されているか。

ウ 事業実施スケジュール、予算計画等を含め、委託事業の実施計画が無理なく組まれており、年度内に委託事業の確実な実施・
運営・完了が見込めるか。

④本事業の遂行についての効率性

事業の内容に照らして過大な経費が計上されておらず、高い費用対効果が見込めるか。

⑤その他
その他特筆すべき提案内容があるか。

自治体へのモデル事業のイメージ（案） ⑤選定ポイント等
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事業実施スケジュール（想定）

R6年度 R7年度

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

【契約の形態】

総務省の支出負担行為担当官と受託者の代表者が契約を締結する。

【委託費の扱い】

委託費は、委託契約に係る契約書に定められた使途以外への使用は認められない。なお、採択された提案に係る予算計画書等は、
必要に応じて契約時までに地方自治体と総務省との間で調整の上、内容の修正を行うことがある。

また、委託費は、原則として、委託事業終了後に受託者の成果報告書等の提出を受け、委託金額を確定した後、精算払いにより
支払うものとする。

委託契約及び事業スケジュールについて （ふるさとミライカレッジのモデル実証事業⑥）

第1次公募・審査・採択
1/23公募開始～3/28〆切

契約 事業の実施（R7.6月～R8.1月）

第2次公募・
審査・採択

契約 事業の実施（R7.8月～R8.1月）

中間報告会
（10～11月）

成果報告会
（3月）

成果報告書提出
（2月中旬）

定例報告会＠オンライン（10回程度）
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ふるさとミライカレッジ【R7新規】（特別交付税措置）

若者の力を活かした魅力的な地域づくりや未来の地域づくり人材の育成・還流の取組を加速化させるため、三大都市圏外の市町村
及び三大都市圏内の条件不利地域を有する市町村等が、大学等と連携し、学生のフィールドワーク等を受け入れて実施する大学生
等の若者の視点を取り入れた地域課題解決プロジェクトに取り組む場合の経費を支援

１団体あたり 15,000千円に全参加者の滞在日数に5千円を乗じた額を加えた額（上限額）×措置率0.5（財政力補正あり）

対象事業

対象経費

特別交付税措置

・参加学生等の募集に要する経費 ・受入れ準備に要する経費（プロジェクト計画策定費等）
・滞在場所の確保に要する経費（宿泊費等） ・プロジェクトの実施に伴う旅費（交通費、車の借上料等）
・コーディネーター委託費
・プロジェクト実施に係る経費（謝金、会場借上料、事業の実施に必要な施設整備費・備品費・原材料費等）

※ 地方単独事業が対象
※ 参加者等の飲食に要する経費、事業の実施以外の利用が主となる施設整備費・備品費・原材料費等、

 本事業を実施する上で適当でないと考えられる経費は対象外

対象団体

①三大都市圏外の市町村
②三大都市圏内の市町村のうち条件不利地域を有する市町村、定住自立圏に取り組む市町村又は人口減少率が高い市町村
③都道府県（ただし、上記①又は②の市町村においてフィールドワークを行うものに限る。）

地方公共団体が大学等と連携し、学生のフィールドワーク等を受け入れて実施する地域課題解決プロジェクトのうち、
「①大学生等の移住や関係人口としての地域との関わり」、「②若者にとって魅力的な地域づくり」、「③具体的な地域の課題解決」を
目的とするものであって、以下に掲げるすべての事項に該当する取組

・単発的・一過性の取組や単なる委託調査事業ではないこと ・関係者が継続的に参画するものであること
・学生のフィールドワークは、概ね14日以上（複数回に分けて地域に滞在する場合を含む。）であること
・学生が地域住民と交流する機会（ヒアリングや意見交換等）を設けていること
・プロジェクト終了後についても参加した大学生等に対して、地域の情報等を継続的に発信するものであること
・総務省のマッチングプラットフォーム（令和７年度中に新設予定）に、地方自治体及び大学が担当窓口等を登録するものであること

※同一大学との同一プロジェクトに対する地方財政措置は3年間に限る。
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